
科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車輌運搬具 256,772 256,771 1

什器備品 5,658,406 5,302,456 355,950

ソフトウェア 27,802,076 26,673,226 1,128,850

電話加入権 74,984 0 74,984

保証金 165,000 0 165,000

計 33,957,238 32,232,453 1,724,785

３．公益目的保有財産の明細 （単位：円）

財産種別
公益認定前取得
不可欠特定財産

公益認定後取得
不可欠特定財産

その他の
公益目的保有財産

使用事業

車輌運搬具 1 公益事業

什器備品 264,374 公益事業

ソフトウェア 1,128,849 公益事業

電話加入権 52,489
公益事業､その他事
業と共有

合計 0 0 1,445,713

２．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

１．重要な会計方針

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

ソフトウェアは定額法によっている。

（3）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引に

（4）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式を採用している。

財務諸表に対する注記及び付属明細書

（1）公益法人会計基準の採用

「公益法人会計基準(平成20年12月1日適用)」を採用している。

（2）固定資産の減価償却の方法

車輌運搬具、什器備品は旧定率法、平成19年4月1日以降に取得した資産は定率法によっている。




